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【イ】民訴法 118 条 1 号及び 2 号の要件を満たさないとして控訴棄却。同条
4号には触れていない。





では民訴法 118 条 1 号及び 3号のみが審理対象となった。但し，前述の通り原
審は「外国判決中養育費の給付を命じる部分以外の部分」について相互の保証
を認定している。














⑦東京高判平成 13 年 2 月 8 日判タ 1059 頁（⑥の控訴審）
【ア】言及無し（⑥を踏襲か）。
【イ】公序違反で原審を取り消し，原告の請求を棄却したため判断なし。























「カリフォルニア州の統一州際家族扶養法（Uniform Interstate Family 
Support Act）によれば，扶養費等の支払を命ずる他州（同法上の手続と実質
的に同等の法又は手続をもつ外国を含む。）の命令（判決を含む。）は，執行の



























⑪東京高判平成 27 年 5 月 20 日判例集未登載
【ア】⑩判決を引用するとあるため，⑩判決を踏襲。
【イ】同上。





































ついては，民訴法 118 条 4 号の判例上の定義を確立した最判昭和 58 年 6 月 7















































































































13　Dehart, Comity,Conventions, and the Constitution: State and Federal Initiatives in 
International Support Enforcement, 28 Fam. L.Q. 99. なお，2008年改正後も同様に捉えら
れていることにつき，Peters,  International Child Support: The United States Striving 



















Sec. 12-651. Deﬁnition. As used in Sections 12-650 through 12-657, "foreign 
judgment" means any judgment, decree, or order of a court of the United 






















Comity にて承認したケースが報告されている（ In re Estate of Toland, 329 
p.3d 878 （Wash.2014））。以下紹介する。
本件は，日本の裁判所（米国の記録によれば東京家判 2005 年 9 月 29 日）が
下した，日本人母 A と米国人父 B との離婚判決及び B に対する両者の子であ
る C への扶養料の支払いなどを認める判決（以下，「日本判決」とする）が問
題となったものである。日本判決の後に自殺した A の相続財産の人的代表者
となった D が，米国に居住していた B に対して，ワシントン州において日本
判決の登録を求めたが，事実審裁判所は，D の主張した Comity での日本判決
の承認の可能性は示したものの，日本での裁判手続において C の後見人（A
の母）E の選任手続でデュープロセス違反があったとして，D の登録申請を認
めないとした。D が控訴するも，2012 年 9 月 25 日ワシントン州高裁 15 も第一
審と同様の理由で控訴を棄却。これに対し D が上告したのが本件である。
14　Peters, supra note（13）, 108.









Comity の適用を排除しないという規定（RCW16 6.40A.090）から，Comity の
原則での外国判決の承認は許される。」とした上で，日本判決に対する同州の
承認法理は Comity であるとする。そして本件においても，Comity によるべ





























































































































言については，「外国関連扶養請求の主張と貫徹に関する連邦法」 （Bundesgesetz über die 
Geltendmachung und Durchsetzung von Unterhaltsansprüchen mit Auslandsbezug：
BGBl.I Nr.34/2014）3条3項が規定する。この政府宣言は，同法の2014年改正前の規定に基
づいたものであるが，オーストラリアのほか，米国及びカナダのいくつかの州に対してな





















（本研究はJSPS 科研費  JP26590009，JP17K17748 の助成を受けたものです。）
提出年月日：2017 年 5 月 16 日
24　結果的に人事事件にも同様の法理が及ぶことは否定されていないと解される。中西康「判
批」民商法雑誌152巻2号（2016）40頁参照。
25　純粋な民訴法118条4号の適用場面においては，相互の保証要件の存在が証明できなかっ
た際の証明責任は，承認を求める原告が負うと理解されている。鈴木正裕＝青山善充『注釈
民事訴訟法（4）』（有斐閣，1997）391頁〔高田〕。なお，森川・前掲論文（注7）107頁も参照。
26　法制審においても立証責任を転換する書きぶりにすべきとの提案もあったが，他の「相互
の保証」と記載された法文との関係のほか，規定の仕方として民訴法118条との関係が問題
となるとされた。前掲法制審議事録（注19）第7回 （PDF版）27頁〔道垣内発言，池田発言〕
36頁，〔沖本発言〕参照。
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